
（平成２２年１２月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡厚生年金 事案 1405 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 48 年４月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を６万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 50 年１月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を７万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月 21日から同年５月１日まで 

           ② 昭和 49年 11月 21日から 50年１月 21日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、Ａ事業所で勤務していた申立期間①及び②について、厚生年金保険に加

入していた事実が無い旨の回答を得た。 

給与明細書を所持しており、厚生年金保険料が給与から控除されているこ

とが確認できるので、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が提出したＡ事業所の給与明細書から、当該期

間に申立人がＡ事業所に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額か



  

ら６万 4,000円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 48 年５月１日であり、同日に申立人を含め５名が厚生年金保険

に加入しており、申立期間①当時は厚生年金保険の適用事業所としての記録が

無い。 

しかし、申立人の同僚が、「私は昭和 48 年５月１日には既にＡ事業所に入

社しており、その時にいた社員は、皆、私よりも前に入社している。」と証言

しており、申立人及び複数の同僚の勤務実態が認められることから、申立期間

①において当時の厚生年金保険法の定める適用事業所の要件を満たしているも

のと判断される。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①において適用事業所でありながら社会

保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人が提出したＡ事業所の給与明細書から、当該期

間に申立人がＡ事業所に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額か

ら７万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間②について、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、申立期間②について、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により

消滅する前に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社

会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 
 

 



  

静岡厚生年金 事案 1406         

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 56 年２月 16 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、13 万 4,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月 16日から 56年２月 16日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間に 

ついて厚生年金保険の加入記録を確認できないとの回答を得た。昭和 56 年

２月 16 日に退職するまで正社員として勤務し、厚生年金保険料を控除され

ていたと記憶しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の上司の証言及び雇用保険の記録から、申立人が、申立期間に 

ついて、Ａ事業所で勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録における申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪 

失日は、当初、昭和 55 年２月 16 日と記録され、申立人の健康保険厚生年金保

険被保険者原票では、同年 10 月１日の標準報酬月額の定時決定の記録が記載

されているにもかかわらず、資格喪失日が、「55．＊．16」と押印され、月が

判読不能であることが確認できる。 

しかし、被保険者記録照会・回答票によると、年金事務所は、申立人の厚生

年金保険被保険者加入期間照会申立書の受付後の平成 21 年７月３日に、申立

人の厚生年金保険の被保険者資格喪失日を昭和 55 年２月 16 日から同年 12 月

16 日に訂正していることが確認できるが、当該訂正処理を行う合理的な理由

は見当らない。 



  

また、申立人は、「昭和 56 年４月に結婚が決まっていたため、少し前の同  

年２月 15 日に申立事業所を退職し、その後すぐに国民年金に加入した。」と

主張しているところ、オンライン記録によれば、申立人は、昭和 56 年２月 16

日に国民年金の被保険者資格を取得し、同年２月分から国民年金保険料を納付

していることが確認できる上、Ｂ役場の担当者は、「申立人は、被用者年金の

被保険者資格を喪失したことにより、国民年金の被保険者資格を取得したこと

が確認できる。申立期間当時、脱退連絡票等の事業所から発行された書類によ

り、被保険者資格喪失日を確認の上、国民年金加入の処理をしていた。」と回

答している。 

これらを総合的に判断すると、前述の年金事務所が、Ａ事業所における申立

人の資格喪失日を昭和 55 年２月 16 日から同年 12 月 16 日に訂正したことにつ

いて合理的な理由は認められず、当該事業所の事業主は、申立人が昭和 56 年

２月 16 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所における

厚生年金保険被保険者原票の昭和 55 年 10 月の定時決定の記録から、13 万

4,000円とすることが妥当である。 



  

静岡厚生年金 事案 1407 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を平成元年 12 月 20 日に、資格喪失日に係る記録を２年２月 21 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 12月 20日から２年２月 21日まで                          

社会保険事務所（当時）に年金記録の照会をしたところ、申立期間につい

て被保険者記録の確認ができなかった。 

申立期間に係る給与明細書等を所持しているので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した平成２年１月の給与明細書及び同年２月１日付け給与辞令

から、申立人がＡ事業所に勤務していたことが認められる。 

また、上述の給与明細書において、厚生年金保険料が控除されていることが

確認できるところ、Ｂ事業所（Ａ事業所の承継事業所）は、「当社には申立期

間当時の賃金台帳等の資料は残っていないが、平成２年１月の給与明細書で厚

生年金保険料の控除が確認できる以上、申立期間について厚生年金保険料を控

除したと思われる。」と回答していることから、申立人は、申立期間の厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した上述の給与

明細書に記載されている厚生年金保険料の控除額から、24 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間のオンライン記録の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係



  

る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難い上、仮に事業主から申立人に

係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、資格喪失届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が申立

人に係る届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成元年 12 月及び２年１月の保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1408 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年 12 月１日から 50 年１月１日までの

期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録を 49

年 12 月１日、資格喪失日に係る記録を 50 年１月１日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額を９万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年９月から 51年３月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

た。 

申立期間において、Ａ事業所に勤務しており、一部期間であるが給料支払

明細書も提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 49 年 12 月１日から 50 年１月１日までの期間につい

て、申立人が提出したＡ事業所の 49 年 12 月の給料支払明細書には、当該事業

所名の印及び担当者の個人印並びに同年同月の厚生年金保険料額が控除欄に記

載されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間においてＡ事業所に勤務

し、昭和 49 年 12 月の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出した給料支払明細

書から確認できる昭和 49 年 12 月の厚生年金保険料控除額から、９万 2,000 円

とすることが妥当である。 



  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、申立期

間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないこと

から、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難い上、資格の

取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る届出を

記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該

社会保険事務所への資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は申立人に係る昭和 49 年 12 月の保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 49 年９月から同年 12 月１日までの期間及び

50 年１月１日から 51 年３月までの期間について、Ａ事業所の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿で被保険者記録を有することが確認できる同僚は、申立人

がＡ事業所に勤務していたことを記憶しているものの、申立人の当該事業所に

おける在籍期間について覚えておらず、申立人の勤務状況を確認できる証言は

得られなかった。 

また、申立人は当該期間に係る給料支払明細書を所持しておらず、Ａ事業所

は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の資料も保存され

ていないことから、当該期間に係る厚生年金保険の適用、保険料控除について

関連資料や証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、事後訂正の結果

36 万円とされているところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当するこ

とから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 13 万 4,000 円と

されているが、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額（34

万円、32 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準

報酬月額に係る記録を、平成 19 年９月から同年 12 月までの期間は 34 万円、

20年１月は 32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額（13 万 4,000 円）に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年９月１日から 20年２月１日まで 

ねんきん定期便の記録から、申立期間について、Ａ事業所に係る標準報酬

月額は、給与総支給額に見合う標準報酬月額に比べて極めて低額であること

が分かったので、給与支給明細書において確認できる給与支給額及び厚生年

金保険料控除額に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所（当時）の記録によれば、申立人の申立期間における標準報

酬月額は、当初 13 万 4,000 円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収

権が時効により消滅した後の平成 22 年３月に事業主の届出により 36 万円に訂

正されたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の

基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（36 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（13万 4,000円）となっている。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基



  

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断すること

となる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人の所持する給与支給

明細書において確認できる厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、申立期間

のうち、平成 19 年９月から 12 月までの期間は 34 万円、20 年１月は 32 万円

に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主からの回答は無く不明であるが、当該保険料を徴収する権利が時効

により消滅した後に、事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の

届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の

告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1410 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人の船舶所有者Ａにおける船員保険の資格取得日

は昭和 15 年６月１日、資格喪失日は 16 年５月 24 日であると認められること

から、申立人の船員保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 15 年６月から同年 10 月

までは 45円、同年 11月から 16年４月までは 75円とすることが必要である。 

申立期間②について、申立人は、船員保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ｃにおける資格喪失

日に係る記録を昭和 16 年８月 17 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 75

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の船員保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 15年６月１日から 16年５月 24日まで 

（船舶所有者Ａ、Ｂ船舶） 

             ② 昭和 16年５月 26日から同年８月 17日まで 

（船舶所有者Ｃ、Ｂ船舶） 

社会保険事務所（当時）に船員保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について船員保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

昭和 11 年５月から 16 年８月まで継続してＢ船舶で船員として勤務してお

り、船員手帳も所持しているので、申立期間を船員保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が提出した船員手帳によると、申立人は、Ｂ船

舶での昭和 14 年５月 25 日から 15 年５月 25 日までの雇入期間の満了を受け、

同年５月 25 日に当該船舶において、月額 40 円の給料、標準報酬等級第４級で



  

水夫として雇い入れられ、同年 10 月８日に水夫長となり給料が月額 40 円から

70 円に変更された後、16 年５月 24 日に期間満了で雇い止められていることが

確認でき、申立期間①において継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人に係る船員保険被保険者台帳では、昭和 15 年５月１日に船舶

所有者ＡのＢ船舶において、給料 40 円の標準報酬等級第４級で被保険者資格

を取得していることが確認でき、当該給料及び標準報酬等級の記録は、申立人

が提出した船員手帳の記録と一致している。 

さらに、前述の船員保険被保険者台帳の記録は、資格喪失日の記載が無く、

昭和 17 年 10 月から 18 年２月までの申立人に係る他船舶での被保険者記録の

下欄に記載されている上、16 年５月 24 日に船舶所有者ＣのＢ船舶で被保険者

資格を取得した記録の上欄に向かって矢印が引かれていることが確認でき、申

立人に係る船員保険被保険者台帳の記録管理及び事務処理が適切であったとは

認め難い。 

これらを総合的に判断すると、申立期間①について、申立人の船舶所有者Ａ

における船員保険の資格取得日は、船員保険の保険給付及び費用の負担に関す

る規定の適用開始日である昭和 15年６月１日、資格喪失日は 16年５月 24日

であると認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係る船員保険被保険

者台帳の記録及び船員手帳に記載された給料額から、昭和 15 年６月から同年

10 月までは 45 円、同年 11 月から 16 年４月までは 75 円とすることが妥当で

ある。 

申立期間②について、申立人に係る船員保険被保険者台帳では、昭和 16 年

５月 24 日に船舶所有者ＣのＢ船舶で被保険者資格を取得し、２日後の同年５

月 26日に資格を喪失していることが確認できる。 

しかし、申立人は、「船長試験の勉強のために昭和 16 年８月 16 日に船舶所

有者ＣのＢ船舶を下船した。」と主張しており、船員手帳においても、申立人

は、受験を事由として昭和 16 年８月 16 日に雇い止めされていることが確認で

きる。 

また、申立人は、「Ｂ船舶は乗船期間の途中で総トン数を変更した。当該改

修の間は、船のペンキ塗り、マストや帆などの修繕を行っており、船上で働い

ていた。」、「改修後のＢ船舶にも乗船勤務しており、下船するまで水夫長の

職務に変更は無かった。」と主張しており、この事実経過の説明は具体性があ

る上、船員手帳にＢ船舶の総トン数の変更が記録されていることとも符合し、

申立人の主張内容に不自然さは見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 16 年５月 26 日以降も業務内

容に変更が無く継続して船舶所有者ＣのＢ船舶に乗船勤務し、水夫長の要職に

就いていた申立人について、船員保険料の控除が継続して行われていたと考え

るのが自然であり、申立人は、申立期間②における船員保険料を事業主により



  

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人に係る船員保険被保険

者台帳の昭和 16 年５月の記録及び船員手帳に記載された給料額から、75 円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｄ社会保険事務局（当時）の船舶所有者名簿及びオンライン記録におい

て、船舶所有者Ｃの連絡先を確認することはできず、これを確認できる関連資

料、周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、行ったとは認められない。 

 

 



  

静岡国民年金 事案 1292                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年８月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月から 55年３月まで 

昭和 52 年に父親が急死したため、大学を中退して母親と共に家業を営

むようになった。しばらくして、市役所から国民年金に加入するよう連絡

があり、加入手続をしたが、その際、国民年金保険料を 20 歳までさかの

ぼって納付するように指導され、当該期間分の保険料を納付書により一括

で納付し、その後も金融機関で継続して納付していたので、申立期間が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父親が昭和 52 年に他界したため、大学を中退して家業を

営み始めてから数か月後に国民年金の加入手続を行い、20 歳にさかのぼって

国民年金保険料を納付し、その後も継続して保険料を金融機関で納付してい

たと述べているところ、申立人は、申立人の前後の国民年金手帳記号番号の

被保険者の状況から、55 年 11 月ごろ国民年金の加入手続を行ったものとみ

られ、同手続により 20 歳到達時にさかのぼって被保険者資格を取得したこ

とが推認できる。このことから、申立人の加入手続の時期に係る記憶は、実

際に同手続が行われたとみられる時期とは相違する上、同手続まで申立人は

国民年金に未加入であったことになり、申立期間当時、保険料を納付するこ

とはできなかったものと考えられる。 

また、加入手続の時点を基準とすると、申立期間のうち昭和 53 年９月以

前の保険料は既に時効のため納付することができない上、申立人がさかのぼ

って納付した時の保険料額として記憶する数千円から１万円前後では、申立

期間のうち、加入手続時点で時効前であり、さかのぼって納付することが可

能であった 53年 10月以降の保険料を納付することもできない。 



  

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1293 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 12 月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 12月から３年３月まで 

私が 20 歳になった時、母親が私の国民年金加入手続及び保険料納付を

したと聞いている。母親は他界しているため確認はできないが、私の兄も

同様に母親が手続をしたと記憶しており、申立期間が未加入期間とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の国民年金加入手続及び申立期間に係る国民年金保険料の

納付に直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親も既に他界

しているため、申立期間当時の状況は不明である。 

また、申立人の所持する年金手帳には「初めて被保険者となった日」とし

て平成３年４月１日と記載されており、申立人がそれ以前の申立期間に被保

険者資格を有していたことを示す事情は見当たらない。 

さらに、上記手帳に記載された国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記

号番号払出簿から平成３年７月４日に払い出されたとみられ、申立人は、こ

の同記号番号により、学校卒業後の同年４月１日付けで国民年金被保険者資

格を取得したこととされたものの、同年同月同日付けで厚生年金保険被保険

者となっていたことが判明したことにより、同年７月 16 日に国民年金被保

険者資格が取消となり同記号番号も無効とされたものと推定できる上、これ

以外に、申立期間当時、申立人に対して別の同記号番号が払い出されたこと

がうかがえないことからみても、申立期間は未加入期間であったと考えられ

る。 

加えて、申立人が申立期間当時居住していた市の電算記録でも、上記の同

記号番号が取消処理された記録が確認でき、オンライン記録との齟齬
そ ご

も無い。 



  

このほか、申立人は、申立人の二人の兄も 20 歳到達当時学生であり、申

立人同様に母親が加入手続を行ったと述べているところ、二人の兄に対して

も、20 歳到達後、厚生年金保険被保険者となるまでの間に国民年金手帳記号

番号が払い出されたことはうかがえず未加入とされており、申立人の主張と

相違する上、申立人の母親が、申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1294 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年１月から同年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から同年５月まで 

私は、申立期間当時、会社を退職し無職だったが、国民年金の加入手続

と保険料の納付は母親が行い、近くの金融機関で現金で納めてくれたと思

う。当時の領収書は見当たらないが、古いオレンジ色の年金手帳には加入

記録が記載してある。これは申立期間と一致しており、母親が納付したと

思われる期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする申立人の母親は既に他界しており、当時

の状況は不明である。 

また、申立人は、自身が所持する年金手帳に、申立期間に国民年金に加入

していたことを示す記載があるため、申立期間の保険料を納付していたはず

であると述べているところ、年金手帳に記載される国民年金の記録は国民年

金被保険者資格について示すものであり、保険料の納付を示すものではない

ことから、申立人の年金手帳の記載内容から申立期間の保険料が納付された

ことを推認することはできない。 

さらに、ⅰ）上記手帳には、申立人が申立期間当時、国民年金に加入して

いた場合、記載されているはずの国民年金手帳記号番号が記載されていない

こと、ⅱ）申立人に対して同記号番号が払い出されたことがうかがえないこ

と、ⅲ）オンライン記録によれば、申立人は申立期間後の平成８年４月から

９年４月までの期間の保険料を同年同月に現年度納付し、８年２月及び同年

３月分の保険料を９年６月に過年度納付している上、同時期に行われた記録

訂正により申立期間後の昭和 61 年 10 月及び 63 年３月から平成元年５月ま



  

でに係る国民年金被保険者資格が追加処理されたことが確認できることなど

から、申立人は、基礎年金番号制度導入後の９年４月ごろに初めて国民年金

の加入手続を行い、昭和 61 年 10 月を最初の国民年金被保険者資格取得とし

て、さかのぼって被保険者資格を取得したものと推認でき、平成９年４月ご

ろとみられる国民年金加入手続まで申立人が国民年金被保険者資格を有する

者とされていた期間は無く、保険料の納付を求められることも無かったと考

えられる。 

加えて、申立人の母親が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1295 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年３月から平成２年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月から平成２年３月まで 

私は、申立期間当時学生であったが、母親が、私が 20 歳になってすぐ

に私の国民年金の加入手続を行い、送付されてきた納付書により保険料を

納付していたと言っているため、申立期間が未加入期間とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が、申立人の 20 歳到達後すぐに申立人の国民年

金加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと聞いていると述

べているところ、その母親が納付したとする保険料月額は申立期間当時の金

額とは大きく乖離
か い り

しているほか、その母親は、申立期間当時、保険料納付を

要しない国民年金第３号被保険者であったにもかかわらず、自身の保険料を

申立人の保険料と併せて納付していたとしており、申立期間当時の状況と矛

盾しているなど、その母親の証言から申立期間の保険料が納付されたことに

ついてうかがい知ることはできない。 

また、申立人が申立期間当時、国民年金に加入していた場合、申立人に対

して国民年金手帳記号番号が払い出され、年金手帳が交付されていたと考え

られるところ、申立人に対して同記号番号が払い出されたことはうかがえな

い上、申立人の母親も申立人の年金手帳を受け取った記憶は無いとしている

ことから、申立人の加入手続が行われたことを推認することも困難である。 

さらに、申立人の母親は、当初、申立人の弟の保険料を納付した記憶は無

いとしていたところ、その弟は学生が国民年金に強制加入となった平成３年

４月から加入し、以後の保険料がすべて納付済みであることを確認した後は

「自分が納付したかもしれない。」としていることから、申立人の弟につい



  

て行った加入手続及び保険料納付を申立人について行ったものとして混同し

ている可能性も否定できない。 

加えて、申立人の居住する市にも、申立人が申立期間当時国民年金に加入

していたことを示す記録は見当たらない上、申立人の母親が、申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1296 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年 12 月、９年１月から同年６月までの期間、10 年 12 月か

ら 11 年３月までの期間及び 14 年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年 12月 

② 平成９年１月から同年６月まで 

③ 平成 10年 12月から 11年３月まで 

④ 平成 14年３月 

私は、会社を退職すると国民年金に入らなければいけないと思い、退職

から１か月以内に市役所に行き手続をしており、保険料は届いた納付書で

役所や銀行で納付していた覚えがある。申立期間はすべて同じように行動

しており、未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、退職後、健康保険に未加入のままでは不安なため、市役所へ国

民健康保険の加入手続に行き、国民年金も同時に加入したと思うと述べてい

るが、国民年金と国民健康保険は別の制度であり、申立人自身も、それぞれ

について加入手続を行ったとの記憶も無いとしていることから、申立人が確

かに申立期間に係る国民年金の加入手続をしたとの推認ができるまでには至

らない。 

また、申立人は、申立人が所持する年金手帳に申立期間に係る国民年金被

保険者資格の得喪の記録が記載されていることについて、平成 16 年４月の

国民年金被保険者資格取得手続時に、市役所の職員に自身の国民年金の記録

を確認してもらい記載してもらった記憶があるとしているところ、同市役所

では社会保険事務所（当時）に申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の得

喪日を確認の上、記載したものとみられる。さらに、この時点まで申立期間

が未加入期間であったとすると、既に時効のため申立期間の保険料を納付す



  

ることはできなかったことになるが、上記市役所による確認を契機として作

成されたとみられる「国民年金異動報告書」（年金事務所保管）によると、

同報告書作成時点まで未加入とされていた申立期間について、さかのぼって

被保険者資格を取得したこととはしないとする処理が行われたことが確認で

き、この処理は、記録上、申立期間までさかのぼって国民年金被保険者資格

を取得したこととしても、申立期間は既に時効のため保険料を納付すること

ができないことによるものと考えられる（これに対し、市役所では、厚生年

金保険被保険者期間ではなかったことが確認された申立期間については国民

年金加入期間と扱い、さかのぼって年金手帳に得喪の記録を記載したものと

みられる。）。 

加えて、申立人は、平成５年３月に国民年金被保険者資格を取得（同年同

月に喪失）した時、払い出されたとみられる国民年金手帳記号番号、９年１

月に取得した基礎年金番号及び 14 年４月に厚生年金保険被保険者となった

ことに伴い取得した同番号（平成９年１月取得の番号に統合）以外に、別の

国民年金手帳記号番号及び基礎年金番号により被保険者資格を取得したこと

もうかがえないほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年７月から 55 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 55年 12月まで 

私は、申立期間当時は、家業を手伝っており、父親が私の国民年金保険

料を納付していたことを母親から確認したことがあるので、申立期間が未

加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の国民年金加入手続及び申立期間に係る国民年金保険料の

納付に関与しておらず、これらを行ったとするその父親も既に他界しており、

申立期間当時の状況は不明であることから、申立人が申立期間当時、国民年

金に加入し、保険料を納付したことについて推認することは困難である。 

また、申立人が、申立期間当時、国民年金に加入していた場合、申立人に

対して国民年金手帳記号番号が払い出されていたこととなるところ、申立人

に対して同記号番号が払い出されたことはうかがえない上、オンライン記録

上、申立期間は未加入期間とされており、申立人が居住する市の電算記録で

も申立期間当時、申立人が国民年金に加入していた記録は無く、記録間の

齟齬
そ ご

も無い。 

さらに、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年６月 10日から 57年４月１日まで 

             ② 昭和 57年４月 10日から同年 11月 12日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

Ａ事業所における被保険者資格取得日は、昭和 57 年４月１日で、被保険者資

格喪失日は、同年４月 10 日であるとの回答を得た。しかし、申立期間①及び

②の期間についても、当該事業所に在籍していたことから、申立期間①及び②

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の詳細な記憶及び同僚の証言から、勤務期間につ

いては特定できないものの、申立人がＡ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、昭和 57 年４月

１日にＡ事業所の厚生年金保険の被保険者資格を取得した同僚 19 人のうち申立

人を含む 18 人に対して被保険者記号番号が連番で払い出されていることが確認

できる。 

また、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人の厚生

年金保険の被保険者資格取得日（昭和 57 年４月１日）は、申立人が同時期に入

社したと述べている同僚の資格取得日の記録と一致しており、申立人と同日に当

該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる

者のうち、連絡がとれた者は、「自分は４月入社でなく、中途採用だった。」と

述べていることから、当該事業所では、中途採用者について、必ずしも入社と同

時に厚生年金保険の被保険者としていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｂ事業所（Ａ事業所の後継事業所）の経理担当者は、「自分は、申立

期間①当時、Ａ事業所に勤務していた。Ａ事業所では、厚生年金保険料を控除し



  

た人の被保険者資格取得手続はきちんとしていた。」と回答している。 

申立期間②について、上述のＢ事業所の経理担当者及び申立期間②において被

保険者記録が確認できる複数の同僚は、申立人のことを記憶しておらず、申立期

間②について、申立人がＡ事業所に勤務していたことを確認できる証言を得るこ

とはできなかった。 

また、申立人が、「自分が退職する際、まだ勤務していた。」と述べている同

僚は、オンライン記録によれば、申立期間②中の昭和 57 年９月１日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、前述の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の被保険

者資格喪失手続は、昭和 57 年５月７日に行われていることが確認でき、申立人

の被保険者資格喪失日の記録が遡及
そきゅう

して訂正されているなどの不自然な点は見当

たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1412 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月１日から平成４年 12月末日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者期間を問い合わせたとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。

Ａ事業所に勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間において、Ｂ市にあったＡ事業所に勤務していた。」と

述べているところ、オンライン記録において、Ｂ市ではＡ事業所及びＣ事業所

（Ａ事業所設立時の名称）という名称での厚生年金保険の適用事業所は確認でき

ない。 

また、商業登記簿謄本により、Ｂ市にあったＡ事業所の本店のほかに、Ｄ市と

Ｅ市に支店が確認できたため、オンライン記録により、Ｄ市及びＥ市におけるＡ

事業所及びＣ事業所という名称で調査したが、厚生年金保険の適用事業所は確認

できなかった。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人が同僚として氏名を挙げた者につい

て、申立期間当時、Ａ事業所及びＣ事業所の名称における厚生年金保険の被保険

者資格を持つ者は確認ができない。 

加えて、申立期間に係る雇用保険の記録についても、申立人の被保険者記録は

確認できない。 

なお、Ａ事業所は、商業登記簿謄本の記録によれば、申立期間中の平成元年 12

月３日に解散しており、申立期間当時の事業主とは連絡が取れないことから、厚

生年金保険の適用及び厚生年金保険料控除の状況を確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき



  

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1413 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立人は、申立期間②について、厚生年金保険の被保険者となることができな

い期間であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年１月 26日から同年６月１日まで 

（Ａ事業所又はＢ事業所） 

             ② 平成３年３月 31日から同年４月１日まで 

（Ｃ事業所） 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。申

立期間①については関連事業所の中で異動して勤務しており、申立期間②につ

いては当時の源泉徴収票もあり保険料も給与から引かれていたと思うので、申

立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人はＡ事業所などの関連事業所間で異動して勤務し

ていた時期であると主張しているが、申立人の雇用保険の被保険者記録から、申

立期間①の一部の期間を含む昭和 56 年３月１日から 57 年 12 月 10 日までの期間、

Ａ事業所において雇用保険の加入記録が確認できることから、申立人が申立期間

①当時、Ａ事業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 56 年６月１日であることが確認でき、申立期間①において当該事

業所は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ａ事業所の元事業主は、「申立期間①当時は会社の設立当初であり、厚

生年金保険の適用事業所ではなかった。」と回答しており、オンライン記録から、



  

申立期間①当時、当該事業主は国民年金に加入していることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所の元社会保険事務担当者は、「事業所が厚生年金保険加入の

手続をしたのは会社設立から少し後になってからである。加入前の期間において

厚生年金保険料を控除することはなかった。」と証言している。 

加えて、申立人が記憶する複数の同僚もオンライン記録によれば、Ａ事業所で

申立人と同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

一方、Ｂ事業所について、申立人の雇用保険の被保険者記録により申立人のＢ

事業所の離職日は昭和 56年１月 25日であることが確認できる。 

また、Ｂ事業所で厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚から聴

取したものの、申立人を記憶する同僚は申立人の勤務期間についての記憶はない

ことから、申立人のＢ事業所における在籍及び勤務状況についての証言を得るこ

とはできなかった。 

さらに、Ｂ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主は既に死亡しており、社会保険事務担当者も不明であるため、申立期間

①における厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況について確認できる関連資

料や証言を得ることはできなかった。 

加えて、申立人は関連事業所としてＤ事業所及びＥ事業所の名前を挙げている

が、Ｄ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、当時の事業主は既に死

亡しており、申立期間①における厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況につ

いて確認できる関連資料や証言を得ることはできないことに加え、Ｅ事業所の元

事業主は、「申立人が当社に在籍したことはない。」と回答している。 

なお、Ｄ事業所及びＥ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間①に被保険者資格を取得した者の記録を確認したが、申立人の氏名

は見当たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、Ｃ事業所が提出した申立人に係る源泉徴収票の社会保険

料等の金額から、平成３年３月分の厚生年金保険料を事業主から控除されていた

ことが推認できる。 

しかし、Ｃ事業所が提出した申立人の退職届によれば、申立人の退職日は平成

３年３月 30 日であることが確認でき、当該事業所が提出した申立人の厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書においても、申立人の退職日は同日である上、

厚生年金保険の被保険者資格喪失日については、同年３月 31 日であることが確

認できる。 

また、申立人の雇用保険の加入記録から、Ｃ事業所における離職日は平成３年



  

３月 30日であることが確認できる。 

さらに、Ｃ事業所は、「申立人の退職届をもとに厚生年金保険の資格喪失に係

る手続をしており、資格喪失日を平成３年３月 31 日とした。資格喪失日につい

て間違いはなく、同年３月 31日は在籍していなかった。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間②に係る勤務実態を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、平成３年３月分の厚生年金保険料を

事業主から控除されていたことが推認できるが、申立期間②においてＣ事業所に

使用されていた者であったと言えないことから、厚生年金保険の被保険者期間で

あったと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1414 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 11月１日から平成元年８月 15日まで 

             ② 平成２年４月１日から３年２月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。しかし、申立

期間①にはＡ事業所、申立期間②にはＢ事業所に勤務していたのは間違いない

ので、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「Ｃ店からＤ店に勤務場所を異動したが、Ａ

事業所の社員として勤務していた。」と主張している。 

しかし、Ａ事業所から提出された「Ｅ台帳」及び「Ｆノート」では、申立人は

昭和 63年 10月 31日が退職日と記録されていることが確認できる。 

また、Ａ事業所は、「申立期間①における申立人の勤務に関しては不明だが、

「Ｅ台帳」及び「Ｆノート」では、退職日が昭和 63 年 10 月 31 日となっている

ので、申立期間①の保険料控除及び納付はしていない。」と回答している。 

申立期間②について、同僚の証言から、申立人がＢ事業所で勤務していたこと

はうかがわれる。 

しかし、申立人は、「派遣会社の社員としてＢ事業所に勤務し、給料も派遣会

社から支払われていた。Ｂ事業所の社員ではなかった。派遣会社の会社名、住所

は覚えていない。」としている。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②は国民年金に加入して

おり、平成２年４月から同年６月までの保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、上述の同僚も派遣会社の社員としてＢ事業所で勤務していたとしてい

るが、申立人と同様に、当該派遣会社の会社名を記憶していないことに加え、当



  

該同僚がＢ事業所で勤務していたとする期間について、国民年金に加入している

ことが確認できる。 

加えて、Ｂ事業所に照会したところ、「当時の資料は残っておらず、申立人が

当社で勤務していたことの確認はできない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年２月 26日から 44年 10月まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。申立期間につ

いてもＡ事業所に勤務していたことは確かであるので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が退職したときにＡ事業所に在職していたとする複数の同僚は、オンラ

イン記録から、全員が申立期間中に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している

ことが確認でき、申立人は、申立人が主張する退職時期よりも前に当該事業所を

退職したことがうかがわれる。 

また、申立人の雇用保険の加入記録では、昭和 42 年５月 15 日に被保険者資格

を取得し、43 年２月 25 日に離職していることが確認でき、この記録は申立人の

厚生年金保険の被保険者記録と一致しているほか、上述の同僚のうち聴取するこ

とができた２名の同僚は、「申立人のことは覚えているが、２年以上も勤務して

いなかったと思う。」と述べている。 

さらに、Ｂ事業所（Ａ事業所の後継会社）は、「申立期間当時の人事記録等は

存在しないが、社会保険と雇用保険が同時に切れているなら、そのときに辞めた

と思う。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認できる

関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月２日から 45年 11月５日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について厚生年金保険の被保険者期間を確認できないとの回答を得た。 

申立期間はＡ事業所に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言及び申立期間の一部に雇用保険の加入記録が確認できること

から、申立人は申立期間にＡ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ事業所の元専務は、「申立期間当時は、地方からの出稼ぎ労働者も

多く、日雇労働者として働くことも可能であった。健康保険厚生年金保険に加入

している者で日雇労働者健康保険に切り替えを希望する者もいた。厚生年金保険

の被保険者資格を喪失しても常勤として勤務していた者は多数いる。」と証言し

ている。 

また、Ａ事業所の総務担当者は、「申立期間当時の資料は無いものの、経理上

から判断すると、厚生年金保険に加入していない者の給与から厚生年金保険料を

控除したとは考えられない。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人は、

昭和 42 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年 12 月２日に

同資格を喪失したことが確認でき、この記録は、申立人のオンライン記録と一致

している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると申立人

が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1417 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月２日から 38年４月２日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退手当金を受給

した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票で、申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日である昭和 38 年４月２日の前後約２年以内に資格を

喪失した被保険者期間を２年以上有する女性は６名確認でき、６名全員に資格喪

失日から約４か月以内に脱退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると､

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高

いものと考えられる。 

また、申立人の申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び

同被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されていると

ともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 38 年６月 27 日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1418 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年５月１日から 31年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載され

ているページとその前後合わせて４ページに記載されている女性のうち、申立人

の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 31 年４月１日の前後２年以内に

資格を喪失したことが確認できる被保険者期間を２年以上有する者８名の脱退手

当金の支給記録を調査したところ、７名について脱退手当金の支給記録が確認で

き、いずれも資格喪失日から５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている

上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもそ

の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約半月後の昭和 31 年４月 13 日に支給決定

されている上、厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されたことが

記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


